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 施策・事業
目指すべき将来像の実現に向けて設定した、5 つの基本方針毎に必要な施策・事業を設定しま

した。 

今後 5 年間の施策については、自動運転社会の到来も見据えつつ、既存の公共交通インフラを
最大限に活用し、都市交通の効率的な運行と利用促進策を講じます。 
 
 

【基本方針１】

ニューノーマル※にも対応した安全・快適で持続可能な公共交通サービスの確保・維持

 
県民や移住者を含む、誰もが快適で持続的に住み続けられる生活圏の形成（快疎な空間）とそ

れを支える移動手段の確保を目指します。 
 
施策１ ぐんまらしい「快疎」な空間の形成と連携した多様な移動手段の確保・維持

→ 施策 1-1：「快疎」を実現する広域生活圏の形成 

→ 施策 1-2：地域自らがデザインする持続可能で多様な移動手段の確保 
 
施策２ ニューノーマル※での旅客需要を踏まえた公共交通の確保・維持

→ 施策 2-1：持続可能な地域公共交通のあり方検討 
 
施策３ 災害や疫病など異常時にも安全・安心が確保された快適な公共交通の実現

→ 施策 3-1：非接触決済システムの導入・普及 

→施策 3-2：公共交通の衛生対策、混雑緩和の促進 

→ 施策 3-3：災害時のモビリティ確保に向けた取組の推進 
 

 
非接触決済 衛生対策 災害時のモビリティ

 
  
※ 用語の意味は、巻末の用語解説をご覧ください。
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【基本方針２】
※・新技術導入による公共交通サービスの効率化・高度化

 
DX※・新技術導入による MaaS※や自動運転等の新たな交通サービスの導入と EBPM※による地

域公共交通の再編・効率化などにより、公共交通サービス効率化と高度化を目指します。 
 
施策４ ※の推進による公共交通サービスの効率化・高度化

→  施策 4-1：都市 OSによる都市データのオープン化と利活用検討 

→  施策 4-2：MaaS※の導入・普及 

→  施策 4-3：EBPM※による地域公共交通網の再編・効率化 

→  施策 4-4：公共交通のオープンデータ※の活用によるサービスの高度化 

→  施策 4-5：ICT※技術の導入によるまちなかウォーカブル※の高度化 
 
施策５ 自動運転等の先進技術や新たなモビリティの社会実装による課題解決

→  施策 5-1：自動運転技術の社会実装による課題解決（路線バスの自動運転） 

→  施策 5-2：新たなモビリティの社会実装による課題解決 

（自動運転に応じた段階的まちづくり及び地域内交通シェアリングサービスの検討） 
 

 
※のイメージ

 
 
  

※ 用語の意味は、巻末の用語解説をご覧ください。
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【基本方針２】
※・新技術導入による公共交通サービスの効率化・高度化

 
DX※・新技術導入による MaaS※や自動運転等の新たな交通サービスの導入と EBPM※による地

域公共交通の再編・効率化などにより、公共交通サービス効率化と高度化を目指します。 
 
施策４ ※の推進による公共交通サービスの効率化・高度化

→  施策 4-1：都市 OSによる都市データのオープン化と利活用検討 

→  施策 4-2：MaaS※の導入・普及 

→  施策 4-3：EBPM※による地域公共交通網の再編・効率化 

→  施策 4-4：公共交通のオープンデータ※の活用によるサービスの高度化 

→  施策 4-5：ICT※技術の導入によるまちなかウォーカブル※の高度化 
 
施策５ 自動運転等の先進技術や新たなモビリティの社会実装による課題解決

→  施策 5-1：自動運転技術の社会実装による課題解決（路線バスの自動運転） 

→  施策 5-2：新たなモビリティの社会実装による課題解決 

（自動運転に応じた段階的まちづくり及び地域内交通シェアリングサービスの検討） 
 

 
※のイメージ

 
 
  

※ 用語の意味は、巻末の用語解説をご覧ください。

 

【基本方針３】

交通まちづくり分野の脱炭素化の推進 【ＧＩ※】

 
環境負荷の少ない公共交通の利用促進や都市空間の再構築など、交通まちづくり分野における

脱炭素化の推進を目指します。 
 
施策６ 環境負荷の少ない移動手段の利用促進などスマートムーブの推進

→ 施策 6-1：利用啓発による公共交通の利用促進 

→ 施策 6-2：低炭素型モビリティの導入・普及 
 
施策７ 脱炭素型の都市・地域づくりの推進

→ 施策 7-1：グリーンインフラ※を活用した魅力的な都市空間の再構築 

→ 施策 7-2：脱炭素に配慮したまちづくりの推進 
 

 
グリーンインフラ※ ※バス

 
 
  

※ 用語の意味は、巻末の用語解説をご覧ください。
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【基本方針４】

まちづくりと連携した基幹公共交通軸の確保・維持（市町村域を越える広域的な公共交通）

 
広域的な拠点整備等と連携し、市町村を越えてそれらをつなぐ広域的な幹線公共交通の安全性、

快適性、利便性の確保を目指します。 
 
施策８ 広域的な拠点となる駅等を中心とした都市機能の誘導など、公共交通と連携したまちづくり

の推進

→ 施策 8-1：駅等への都市機能誘導の促進 

→ 施策 8-2：駅まち空間整備（駅及び駅周辺の一体的整備） 
 
施策９ シームレスで利便性の高い広域的な基幹公共交通ネットワークの構築

→ 施策 9-1：交通結節点の機能強化 
 
施策 交通インフラの老朽化対策、バリアフリー化等の推進

→ 施策 10-1：老朽化、バリアフリー対策等による広域的な公共交通の維持確保と強靱化 
 
施策 訪日外国人観光客などの広域的な観光周遊に対応した公共交通ネットワークの構築

→ 施策 11-1：多言語対応の観光型 MaaS※等の導入 

→ 施策 11-2：複数観光地の周遊性向上 
 

 
駅前広場の整備 マクラギの老朽化対策

 
 
  

※ 用語の意味は、巻末の用語解説をご覧ください。
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【基本方針４】

まちづくりと連携した基幹公共交通軸の確保・維持（市町村域を越える広域的な公共交通）

 
広域的な拠点整備等と連携し、市町村を越えてそれらをつなぐ広域的な幹線公共交通の安全性、

快適性、利便性の確保を目指します。 
 
施策８ 広域的な拠点となる駅等を中心とした都市機能の誘導など、公共交通と連携したまちづくり

の推進

→ 施策 8-1：駅等への都市機能誘導の促進 

→ 施策 8-2：駅まち空間整備（駅及び駅周辺の一体的整備） 
 
施策９ シームレスで利便性の高い広域的な基幹公共交通ネットワークの構築

→ 施策 9-1：交通結節点の機能強化 
 
施策 交通インフラの老朽化対策、バリアフリー化等の推進

→ 施策 10-1：老朽化、バリアフリー対策等による広域的な公共交通の維持確保と強靱化 
 
施策 訪日外国人観光客などの広域的な観光周遊に対応した公共交通ネットワークの構築

→ 施策 11-1：多言語対応の観光型 MaaS※等の導入 

→ 施策 11-2：複数観光地の周遊性向上 
 

 
駅前広場の整備 マクラギの老朽化対策

 
 
  

※ 用語の意味は、巻末の用語解説をご覧ください。

 

【基本方針 】

まちづくりと連携した地域的な暮らしの足の確保・維持

（市町村内における多様な移動手段）

 
地域のまちのまとまりを構築し、市町村内の多様なライフスタイルに対応した、地域の多様な

移動手段の確保を目指します。 
 
施策 市町村内の各拠点への都市機能の誘導とこれらをネットワークする多様な移動手段の確

保・維持

→ 施策 12-1：市町村内の各拠点への居住と都市機能誘導の促進 

→ 施策 12-2：適切な土地利用規制・誘導 

→ 施策 12-3：官民共創による居心地が良く歩きたくなる賑わいのある健幸なまちづくりの推
進 

→ 施策 12-4：地域内の多様な移動手段（コミュニティバス等のフィーダー輸送の再編、デマ
ンド型乗合タクシー等）の確保 

→ 施策 12-5：自転車利用環境の向上と公共交通との連携強化 
 
施策 広域的な基幹公共交通軸と地域内の拠点をネットワークする多様な移動手段とのシームレ

ス化の推進

→ 施策 13-1：広域的な基幹公共交通軸とのシームレス化 

→ 施策 13-2：MaaS※の導入検討、普及 
 
施策 都市部の鉄道・バス等の利便性向上

→ 施策 14-1：駅・バス停へのアクセス性向上 

→ 施策 14-2：定時性・速達性の確保 

→ 施策 14-3：公共交通のオープンデータ※活用によるサービスの高度化 

→ 施策 14-4：バス待ち環境の整備 
 
施策 郊外や交通空白地における新たな移動手段の導入・普及など地域の多様な移動資源を総

動員した移動手段の確保

→ 施策 15-1：新たな移動手段の活用推進（自家用有償旅客輸送、スクールバスの混乗、福祉
輸送等の活用） 

 
施策 観光地内の周遊性を向上させるための移動手

段の確保

→ 施策 16-1：観光地内の周遊性向上 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

地域の多様な輸送資源を総動員 

※ 用語の意味は、巻末の用語解説をご覧ください。
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施策については、広域圏毎に抱える交通まちづくりの問題・課題などの特性を踏まえ、施策を
組み合わせて取り組むことが有効です。 
 

県央広域圏の例

問

題

県の中心的機能を担い、多
くの人の行き来があります
が、公共交通の利用割合は
低いです。 

人口減少・高齢化の進行と
ともに、公共交通利用圏外
での市街地の拡散が進みま
す。 

山間部においては、既存公
共交通サービスの経営悪化
による運行サービスの低下
や撤退が懸念されます。 

課

題

将来的にも高次の都市機能
を有するエリアでもあり、
今後も多くの移動需要が見
込まれることから、新技術
などを活用したよりシーム
レスな移動が求められま
す。 

郊外部における無秩序な開
発を抑制しつつ、公共交通
の周辺をはじめとする市街
地に居住と都市機能を誘導
し、市街地の人口密度を確
保することが必要です。 

山間部などでは、地域の暮
らしに見合った公共交通ネ
ットワークや移動手段の確
保が必要です。 

課
題
解
決
に
向
け
た
施
策
の
組
合
せ
例

施策 ※の推進による

公共交通サービスの効率化・

高度化

 MaaS※の導入・普及 
 公共交通のオープンデー
タ※活用によるサービス
の高度化 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※のイメージ 

施策 広域的な拠点とな

る駅等を中心とした都市機

能の誘導など、公共交通と連

携したまちづくりの推進

 駅等への都市機能誘導の
促進 

 駅まち空間整備（駅及び
駅周辺の一体的整備） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
駅まち空間の整備のイメージ

（出典：国土交通省） 

施策 郊外や交通空白地

における新たな移動手段の

導入・普及など地域の多様な

移動資源を総動員した移動

手段の確保

 新たな移動手段の活用推
進 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

地域の多様な移動手段を

総動員のイメージ

 
  

※ 用語の意味は、巻末の用語解説をご覧ください。
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施策については、広域圏毎に抱える交通まちづくりの問題・課題などの特性を踏まえ、施策を
組み合わせて取り組むことが有効です。 
 

県央広域圏の例

問

題

県の中心的機能を担い、多
くの人の行き来があります
が、公共交通の利用割合は
低いです。 

人口減少・高齢化の進行と
ともに、公共交通利用圏外
での市街地の拡散が進みま
す。 

山間部においては、既存公
共交通サービスの経営悪化
による運行サービスの低下
や撤退が懸念されます。 

課

題

将来的にも高次の都市機能
を有するエリアでもあり、
今後も多くの移動需要が見
込まれることから、新技術
などを活用したよりシーム
レスな移動が求められま
す。 

郊外部における無秩序な開
発を抑制しつつ、公共交通
の周辺をはじめとする市街
地に居住と都市機能を誘導
し、市街地の人口密度を確
保することが必要です。 

山間部などでは、地域の暮
らしに見合った公共交通ネ
ットワークや移動手段の確
保が必要です。 

課
題
解
決
に
向
け
た
施
策
の
組
合
せ
例

施策 ※の推進による

公共交通サービスの効率化・

高度化

 MaaS※の導入・普及 
 公共交通のオープンデー
タ※活用によるサービス
の高度化 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※のイメージ 

施策 広域的な拠点とな

る駅等を中心とした都市機

能の誘導など、公共交通と連

携したまちづくりの推進

 駅等への都市機能誘導の
促進 

 駅まち空間整備（駅及び
駅周辺の一体的整備） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
駅まち空間の整備のイメージ

（出典：国土交通省） 

施策 郊外や交通空白地

における新たな移動手段の

導入・普及など地域の多様な

移動資源を総動員した移動

手段の確保

 新たな移動手段の活用推
進 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

地域の多様な移動手段を

総動員のイメージ

 
  

※ 用語の意味は、巻末の用語解説をご覧ください。

 

 
東毛広域圏の例

問

題

鉄道網が充実しており、そ
れを補完する路線バスが駅
を中心に運行されています
が、バスの運行本数が少な
いため、鉄道とバスとの乗
換えが進んでいません。 

人口減少・高齢化の進行と
ともに、公共交通利用圏外
での市街地の拡散が進みま
す。 

水害リスクが高いエリアも
あり、災害時のモビリティ
サービスが確保されていま
せん。 

課

題

広域的な拠点となる駅と地
域内の拠点をネットワーク
する移動手段の確保が必要
です。 

郊外部における無秩序な開
発を抑制しつつ、公共交通
の周辺をはじめとする市街
地に居住と都市機能を誘導
し、市街地の人口密度を確
保することが必要です。 

水害リスクが高いエリアも
あるため、災害時において
も機能するモビリティサー
ビスの確保が必要です。 

課
題
解
決
に
向
け
た
施
策
の
組
合
せ
例

施策 広域的な基幹公共

交通軸と地域内の拠点をネ

ットワークする多様な移動手

段とのシームレス化の推進

 MaaS※の導入・普及 
 公共交通のオープンデー
タ※活用によるサービス
の高度化 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※のイメージ

施策８ 広域的な拠点となる

駅等を中心とした都市機能

の誘導など、公共交通と連携

したまちづくりの推進

 駅等への都市機能誘導の
促進 

 駅まち空間整備（駅及び
駅周辺の一体的整備） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
駅まち空間の整備のイメージ

（出典：国土交通省）

施策３ 災害や疫病など異常

時にも安全・安心が確保され

た快適な公共交通の実現

 災害時のモビリティ確保
に向けた取組の推進 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
災害時の地域モビリティの確保

 
 
  

※ 用語の意味は、巻末の用語解説をご覧ください。
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吾妻広域圏の例

問

題

急激な人口減少(H27:約 5万
⇒R27:約 3万人)が予測され
ており、既存の都市機能の
維持とともに、公共交通サ
ービスの維持が困難になる
ことが想定されます。 

公共交通の利用割合が県内
で最も低く、公共交通事業
者の経営悪化による、運行
サービスの低下や撤退が懸
念されます。 

多彩な観光資源を有してい
ますが、主要観光地間の周
遊性が低いです。 

課

題

デジタル技術を活用した都
市的サービスの補完を前提
に、市町村界に拘らない人
の行動範囲に着目した広域
生活圏の形成とともに、ニ
ューノーマル※での旅客需
要の減少を踏まえた中で公
共交通を確保・維持してい
くための取組が必要です。 

既存公共交通サービスにと
らわれない地域にあったモ
ビリティサービスの確保が
必要です。 

観光 MaaS※の活用など、広
域的な観光周遊に対応した
公共交通ネットワークの構
築が必要です。 

課
題
解
決
に
向
け
た
施
策
の
組
合
せ
例

施策２ ニューノーマル※での

旅客需要を踏まえた公共交

通の確保・維持

 持続可能な地域公共交通
のあり方検討 

 
 
 
 
 
 
 

地域鉄道のあり方検討

 
 
 
 
 
 
貨客混載のイメージ（ＪＲ吾妻線） 

施策 郊外や交通空白地

における新たな移動手段の

導入・普及など地域の多様な

移動資源を総動員した移動

手段の確保

 新たな移動手段の活用推
進 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

地域の多様な移動手段を

総動員のイメージ

施策 訪日外国人観光客

などの広域的な観光周遊に

対応した公共交通ネットワー

クの構築

 多言語対応の観光型
MaaS※等の導入 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※のイメージ 

 
 
  

モード転換？
上下分離？

※ 用語の意味は、巻末の用語解説をご覧ください。
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吾妻広域圏の例

問

題

急激な人口減少(H27:約 5万
⇒R27:約 3万人)が予測され
ており、既存の都市機能の
維持とともに、公共交通サ
ービスの維持が困難になる
ことが想定されます。 

公共交通の利用割合が県内
で最も低く、公共交通事業
者の経営悪化による、運行
サービスの低下や撤退が懸
念されます。 

多彩な観光資源を有してい
ますが、主要観光地間の周
遊性が低いです。 

課

題

デジタル技術を活用した都
市的サービスの補完を前提
に、市町村界に拘らない人
の行動範囲に着目した広域
生活圏の形成とともに、ニ
ューノーマル※での旅客需
要の減少を踏まえた中で公
共交通を確保・維持してい
くための取組が必要です。 

既存公共交通サービスにと
らわれない地域にあったモ
ビリティサービスの確保が
必要です。 

観光 MaaS※の活用など、広
域的な観光周遊に対応した
公共交通ネットワークの構
築が必要です。 

課
題
解
決
に
向
け
た
施
策
の
組
合
せ
例

施策２ ニューノーマル※での

旅客需要を踏まえた公共交

通の確保・維持

 持続可能な地域公共交通
のあり方検討 

 
 
 
 
 
 
 

地域鉄道のあり方検討

 
 
 
 
 
 
貨客混載のイメージ（ＪＲ吾妻線） 

施策 郊外や交通空白地

における新たな移動手段の

導入・普及など地域の多様な

移動資源を総動員した移動

手段の確保

 新たな移動手段の活用推
進 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

地域の多様な移動手段を

総動員のイメージ

施策 訪日外国人観光客

などの広域的な観光周遊に

対応した公共交通ネットワー

クの構築

 多言語対応の観光型
MaaS※等の導入 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※のイメージ 

 
 
  

モード転換？
上下分離？

※ 用語の意味は、巻末の用語解説をご覧ください。

 

 
利根・沼田広域圏の例

問

題

急激な人口減少(H27:約 8万
⇒R27:約 5万人)が予測され
ており、既存の都市機能を
維持することが困難になる
ことが想定されるととも
に、空き家の増加率が県内
で最も高いなど、市街地の
空洞化が懸念されます。 

公共交通の利用割合が低
く、公共交通事業者の経営
悪化による運行サービスの
低下や撤退が懸念されま
す。 

多彩な観光資源を有してい
ますが、主要観光地間の周
遊性が低いです。 

課

題

デジタル技術を活用した都
市的サービスの補完を前提
に、市町村界に拘らない人
の行動範囲に着目した広域
生活圏の形成とともに、駅
などを中心とする市街地に
居住と都市機能を誘導し、
官民共創による空き家活用
などを取り入れつつ、市街
地の人口密度を確保するこ
とが必要です。 

既存公共交通サービスにと
らわれない地域にあったモ
ビリティサービスの確保が
必要です。 

観光 MaaS※の活用など、広
域的な観光周遊に対応した
公共交通ネットワークの構
築が必要です。 

課
題
解
決
に
向
け
た
施
策
の
組
合
せ
例

施策８ 広域的な拠点となる

駅等を中心とした都市機能

の誘導など、公共交通と連携

したまちづくりの推進

 駅等への都市機能誘導の
促進 

 駅まち空間整備（駅及び
駅周辺の一体的整備） 

 
 
 
 
 
 
 
駅まち空間の整備のイメージ

（出典：国土交通省） 

施策 郊外や交通空白地

における新たな移動手段の

導入・普及など地域の多様な

移動資源を総動員した移動

手段の確保

 新たな移動手段の活用推
進 

 
 
 
 
 
 
 
 

地域の多様な移動手段を

総動員のイメージ 

施策 訪日外国人観光客

などの広域的な観光周遊に

対応した公共交通ネットワー

クの構築

 多言語対応の観光型
MaaS※等の導入 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

※のイメージ 

 
  

※ 用語の意味は、巻末の用語解説をご覧ください。
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4.1 計画目標１ ニューノーマル※にも対応した安全・快適で持続可能な公

共交通サービスの確保・維持 
 
施策 ぐんまらしい「快疎」な空間の形成と連携した多様な移動手段の確保・維持
 
施策 １ 快疎を実現する広域生活圏の形成

概要 人口減少を考慮し、「疎」である空間での生活を持続可能にするため、デ
ジタルによる都市サービスの補完（DX※）と都市計画や定住自立圏構想等に
よる拠点の機能分担などを通じた、複数市町村をまたぐ広域的な生活圏（広
域生活圏）の形成を目指します。 
また、地域固有の価値や多様な暮らし方を創出するため、官民共創による

ワーケーション※や二地域居住※等の環境整備を推進します。 
主な事業

・デジタルによる都市サービスの補完（DX※）と都市計画や定住自立圏構想
等による拠点の機能分担などを通じた、複数市町村をまたぐ広域的な生活
圏（広域生活圏）の形成【県・市町村】 

・官民共創によるワーケーション※や二地域居住※等の環境整備【県・市町
村・事業者】 

 
●群馬県における広域生活圏イメージ（ 年）

実施主体 県、市町村、事業者 
スケジュール ～

留意点

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

検討・実施

※ 用語の意味は、巻末の用語解説をご覧ください。
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4.1 計画目標１ ニューノーマル※にも対応した安全・快適で持続可能な公

共交通サービスの確保・維持 
 
施策 ぐんまらしい「快疎」な空間の形成と連携した多様な移動手段の確保・維持
 
施策 １ 快疎を実現する広域生活圏の形成

概要 人口減少を考慮し、「疎」である空間での生活を持続可能にするため、デ
ジタルによる都市サービスの補完（DX※）と都市計画や定住自立圏構想等に
よる拠点の機能分担などを通じた、複数市町村をまたぐ広域的な生活圏（広
域生活圏）の形成を目指します。 
また、地域固有の価値や多様な暮らし方を創出するため、官民共創による

ワーケーション※や二地域居住※等の環境整備を推進します。 
主な事業

・デジタルによる都市サービスの補完（DX※）と都市計画や定住自立圏構想
等による拠点の機能分担などを通じた、複数市町村をまたぐ広域的な生活
圏（広域生活圏）の形成【県・市町村】 

・官民共創によるワーケーション※や二地域居住※等の環境整備【県・市町
村・事業者】 

 
●群馬県における広域生活圏イメージ（ 年）

実施主体 県、市町村、事業者 
スケジュール ～

留意点

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

検討・実施

※ 用語の意味は、巻末の用語解説をご覧ください。

 

 
施策 地域が自らデザインする持続可能で多様な移動手段の確保

施策概要 県では広域の地域公共交通計画※、市町村では単独ないし複数市町村での
地域公共交通計画※を策定し、計画策定だけでなくPDCA※サイクルに則り、
実施事業の進行管理を行い、計画的に移動手段を確保していく各種事業を推
進していきます。 

 
主な事業

・将来の都市構造を見据えた生活圏を相互に結ぶ広域公共交通ネットワーク
計画の策定【県】 

・市町村による地域公共交通計画※の策定【市町村】 
 
＜参考＞

●法改正による「地域が自らデザインする地域の交通」の要点

 
資料：地域公共交通活性化再生法の改正について 
2020年 8月 国土交通省総合政策局地域交通課 

実施主体 県、市町村 
スケジュール ～

留意点 ・広域圏を対象とした地域公共交通計画※、市町村単独ないし複数市町村を
対象とした地域公共交通計画※で相互調整することが必要です。 

  

検討・実施

※ 用語の意味は、巻末の用語解説をご覧ください。
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施策 ニューノーマル※での旅客需要を踏まえた公共交通の確保・維持
 
施策 持続可能な地域公共交通のあり方検討

施策概要 地域公共交通は、運賃収入だけでは運営が困難な状況です。 
国土交通省では「鉄道事業者と地域の協働による地域モビリティの刷新に

関する検討会」を設立したところですが、地域鉄道の抜本的なあり方に関す
る議論については、国だけでなく、県・市町村・事業者とともに検討してい
くことが重要です。 
また、国、県、市町村では交通事業への各種支援を行っています。国で

は、地域公共交通確保維持改善事業、鉄道施設総合安全対策事業費補助等、
県では、ステーション整備、交通施設バリアフリー化推進、中小私鉄等振興
策、地方バス路線対策、市町村乗合バス振興対策等の支援策を行っています
が、現行補助制度等の支援策だけでは、地域公共交通の維持が困難な状況と
なっています。 
フランスでは、交通税といわれる地方税が、交通事業の収入の４割となっ

ています。またエストニアやルクセンブルクでは、地域公共交通の無料化が
行われています。 
県では、県土を支えるインフラとして地域公共交通を維持していくため

に、交通税などの導入可能性について、他事例を参考に検討していきます。 
さらには、事業者が貨客混載などの、副収入を活用しながら、収支改善に

努めることも重要です。 
＜主な事業＞

・地域鉄道のあり方検討【県・市町村・事業者】 
・新たな財源確保策の検討【県】 
・貨客混載、移動スーパーなどの副収入の検討・実施【事業者】 

＜参考事例＞

●貨客混載（左：関越交通「客貨混載」 ／ 中・右：東武鉄道「客貨混載」）

 
資料左：ヤマトホールディングスニュースリリース（2018年 10月 16日）／中・右：東武鉄道提供 
●フランスの交通税の概要
資料：地方分権時代にふさわしい地方税制のあり方に関す

る調査研究会 報告書 
2021年 3月 一般社団法人 自治総合センター 

実施主体 県、事業者
スケジュール ～

留意点 ・欧米等の事例を研究するとともに、税務当局と連携して検討する必要があ
ります。 

 ※ 用語の意味は、巻末の用語解説をご覧ください。

検討・実施
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施策 ニューノーマル※での旅客需要を踏まえた公共交通の確保・維持
 
施策 持続可能な地域公共交通のあり方検討

施策概要 地域公共交通は、運賃収入だけでは運営が困難な状況です。 
国土交通省では「鉄道事業者と地域の協働による地域モビリティの刷新に

関する検討会」を設立したところですが、地域鉄道の抜本的なあり方に関す
る議論については、国だけでなく、県・市町村・事業者とともに検討してい
くことが重要です。 
また、国、県、市町村では交通事業への各種支援を行っています。国で

は、地域公共交通確保維持改善事業、鉄道施設総合安全対策事業費補助等、
県では、ステーション整備、交通施設バリアフリー化推進、中小私鉄等振興
策、地方バス路線対策、市町村乗合バス振興対策等の支援策を行っています
が、現行補助制度等の支援策だけでは、地域公共交通の維持が困難な状況と
なっています。 
フランスでは、交通税といわれる地方税が、交通事業の収入の４割となっ

ています。またエストニアやルクセンブルクでは、地域公共交通の無料化が
行われています。 
県では、県土を支えるインフラとして地域公共交通を維持していくため

に、交通税などの導入可能性について、他事例を参考に検討していきます。 
さらには、事業者が貨客混載などの、副収入を活用しながら、収支改善に

努めることも重要です。 
＜主な事業＞

・地域鉄道のあり方検討【県・市町村・事業者】 
・新たな財源確保策の検討【県】 
・貨客混載、移動スーパーなどの副収入の検討・実施【事業者】 

＜参考事例＞

●貨客混載（左：関越交通「客貨混載」 ／ 中・右：東武鉄道「客貨混載」）

 
資料左：ヤマトホールディングスニュースリリース（2018年 10月 16日）／中・右：東武鉄道提供 
●フランスの交通税の概要
資料：地方分権時代にふさわしい地方税制のあり方に関す

る調査研究会 報告書 
2021年 3月 一般社団法人 自治総合センター 

実施主体 県、事業者
スケジュール ～

留意点 ・欧米等の事例を研究するとともに、税務当局と連携して検討する必要があ
ります。 

 ※ 用語の意味は、巻末の用語解説をご覧ください。

検討・実施

 

施策 災害や疫病など異常時にも安全・安心が確保された快適な公共交通の実現
 
施策 非接触決済システムの導入・普及

施策概要 県内には、交通系 IC カードが未導入の路線が残されていますので、未導
入路線での導入を推進します。 

QR コード決済やクレジットカードでの支払いなど、交通系ＩＣカード以
外のキャッシュレス決済について調査・研究を行っていきます。 
遠隔型の非接触カード※、カードやスマートフォン等の媒体を用いない方

法（顔認証等）など、より利便性の高い方法についても検討していきます。 
 
＜主な事業＞

・多様化するキャッシュレス決済システムに対する継続的な調査・研究
【県】 

・未導入主要路線への交通系 ICカード等の導入【市町村・事業者】 
 
＜事例（実証実験）＞

●新交通ユーカリが丘線とバスの顔認証システム

資料：山万株式会社、パナソニック株式会社 コネクティッドソリューションズ社、 
ジョルダン株式会社 プレスリリース 2021年 9月 

実施主体 県、市町村、事業者 
スケジュール ～

留意点 ・中小交通事業者への普及を進める方策を検討していく必要があります。 
  

検討・実施

※ 用語の意味は、巻末の用語解説をご覧ください。
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施策 ― 公共交通の衛生対策、混雑緩和の促進

施策概要 新型コロナウイルス感染症拡大により、公共交通の衛生対策や混雑緩和が
重要になりました。 
県では公共交通事業者等感染症対策経費補助を行い、市町村でも事業者へ

の支援を行っています。今後とも、交通事業者の衛生対策（車両や駅の感染
防止対策）を支援するとともに、感染症対策の PR 動画配信や混雑状況の情
報提供を進めていきます。 
 
＜主な事業＞

・車両や駅等の施設への感染防止対策の実施【市町村・事業者】 
 
＜参考事例＞

●車両や駅等の施設への感染防止対策の実施事例

資料：上信電鉄(株) 
（https://www.joshin-dentetsu.co.jp/） 

実施主体 市町村、事業者 
スケジュール ～

留意点  
  

検討・実施

※ 用語の意味は、巻末の用語解説をご覧ください。
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施策 ― 公共交通の衛生対策、混雑緩和の促進

施策概要 新型コロナウイルス感染症拡大により、公共交通の衛生対策や混雑緩和が
重要になりました。 
県では公共交通事業者等感染症対策経費補助を行い、市町村でも事業者へ

の支援を行っています。今後とも、交通事業者の衛生対策（車両や駅の感染
防止対策）を支援するとともに、感染症対策の PR 動画配信や混雑状況の情
報提供を進めていきます。 
 
＜主な事業＞

・車両や駅等の施設への感染防止対策の実施【市町村・事業者】 
 
＜参考事例＞

●車両や駅等の施設への感染防止対策の実施事例

資料：上信電鉄(株) 
（https://www.joshin-dentetsu.co.jp/） 

実施主体 市町村、事業者 
スケジュール ～

留意点  
  

検討・実施

※ 用語の意味は、巻末の用語解説をご覧ください。

 

 
施策 災害時のモビリティ確保に向けた取組の推進

施策概要 県内においても、近年、豪雨災害が激甚化
してきており、災害時のモビリティ確保が重
要となっています。 
鉄道、バス、タクシーの各交通事業者がい

わゆる BCP※（事業継続計画）を策定するこ
とが望ましい一方、行政でも、発災前後の
様々な制約条件下において、道路などの状況
把握しつつ、地域防災計画に定められた緊急
輸送の取組とともに、被災者・被災地域に交
通サービスや交通情報の提供を迅速に行うこ
とを目的に、関係機関・交通事業者が共有す
る基本方針等をとりまとめる必要がありま
す。 
 
＜主な事業＞

・災害時のモビリティ確保に向けた検討【県】 
 
＜参考事例＞

遠州鉄道グループでは、南海トラフ地震に備え、社員全員に「震災発生時
個人行動マニュアル」をスマホ・携帯電話配信し、予知情報および地震発生
時の行動内容を定めています。 
 
●遠鉄グループの南海トラフ地震対策

資料：遠州鉄道グループホームページ 
(https://www.entetsu.co.jp/company/profile/emergency.html) 

実施主体 県、市町村、事業者 
スケジュール ～

 
 
 
留意点 ・交通事業者等との連携だけではなく、拠点となる、駅前広場管理運営者や

バスターミナル運営者との連携も図る必要があります。 
  

検討・実施

※ 用語の意味は、巻末の用語解説をご覧ください。
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4.2 計画目標２ ＤＸ※・新技術導入による公共交通サービスの効率化・高

度化 
 
施策 ＤＸ※の推進による公共交通サービスの効率化・高度化
 
施策 都市ＯＳによる都市データのオープン化と利活用検討

施策概要 都市には、防災や交通、エネルギー、観光、健康など、様々なデータがあ
り、それぞれの分野で個別に情報が蓄積され、加工・提供が行われていま
す。そのため、分野を跨いだサービス連携や、複数の都市間の連携が容易に
は実現できない状況にあります。 
国は、地域課題の解決に向け、生産性の向上により地域の活力を維持・増

強するには、デジタル技術を活用した地域のスマートシティ化が有効な手段
のひとつであるとし、推進しています。 
スマートシティにおいては、各種のデータ連携により、市民サービスの連

携、異なる分野間の連携、複数の都市間の連携の実現が期待されており、
様々な情報・データの蓄積・流通を共通した仕組みでオープン化する、都市
情報のプラットフォーム※としての「都市 OS」が注目されています。 
データ共通プラットフォーム※の構築を検討し、データオープン化の仕組

みづくりによるデータの蓄積と利活用の検討を推進していきます。 
 
＜主な事業＞

・データ共通プラットフォーム※の構築検討【県・市町村】 
・データオープン化の仕組みづくりによるデータの蓄積と利活用の検討
【県・市町村・事業者】 

 
＜参考：都市ＯＳのイメージ＞

資料：NEC技報／Vol.71 No.1／データを活用した持続可能な都市経営特集 

実施主体 県、市町村、事業者 
スケジュール ～

留意点

  

検討・実施

※ 用語の意味は、巻末の用語解説をご覧ください。
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4.2 計画目標２ ＤＸ※・新技術導入による公共交通サービスの効率化・高

度化 
 
施策 ＤＸ※の推進による公共交通サービスの効率化・高度化
 
施策 都市ＯＳによる都市データのオープン化と利活用検討

施策概要 都市には、防災や交通、エネルギー、観光、健康など、様々なデータがあ
り、それぞれの分野で個別に情報が蓄積され、加工・提供が行われていま
す。そのため、分野を跨いだサービス連携や、複数の都市間の連携が容易に
は実現できない状況にあります。 
国は、地域課題の解決に向け、生産性の向上により地域の活力を維持・増

強するには、デジタル技術を活用した地域のスマートシティ化が有効な手段
のひとつであるとし、推進しています。 
スマートシティにおいては、各種のデータ連携により、市民サービスの連

携、異なる分野間の連携、複数の都市間の連携の実現が期待されており、
様々な情報・データの蓄積・流通を共通した仕組みでオープン化する、都市
情報のプラットフォーム※としての「都市 OS」が注目されています。 
データ共通プラットフォーム※の構築を検討し、データオープン化の仕組

みづくりによるデータの蓄積と利活用の検討を推進していきます。 
 
＜主な事業＞

・データ共通プラットフォーム※の構築検討【県・市町村】 
・データオープン化の仕組みづくりによるデータの蓄積と利活用の検討
【県・市町村・事業者】 

 
＜参考：都市ＯＳのイメージ＞

資料：NEC技報／Vol.71 No.1／データを活用した持続可能な都市経営特集 

実施主体 県、市町村、事業者 
スケジュール ～

留意点

  

検討・実施

※ 用語の意味は、巻末の用語解説をご覧ください。

 

 
施策 ※の導入・普及

施策概要 AI※活用によるデマンド運行の効率化や自動運転技術、MaaS※等の新たな
技術を活用した公共交通サービスの高度化が進んでいます。一方、群馬県に
おいては、これらの適切な導入に向けた検討が十分ではない状況にありま
す。 
県民及び来訪者にとって、より使いやすい公共交通とするため、国内外に

おけるMaaS※の事例研究を進め、市町村、交通事業者、民間事業者といった
関係主体との連携協議・調整や実証実験の支援等を通じて、群馬県の地域特
性・交通環境に対応したMaaS※として、交通・観光情報の提供、地域の交通
情報を組み込んだ公共交通情報システムの運用、多様な交通情報の集約・発
信手法等を検討します。 
 
＜主な事業＞

・MaaS※の普及促進【県】 
・MaaS※の導入検討【市町村・事業者】 
・MaaS※環境の構築【市町村・事業者】 
 
＜参考： ※のイメージ＞

 
実施主体 県、市町村、事業者 
スケジュール ～

留意点 ・R4 年度に、群馬版 MaaS※を立ち上げ、県内モデル都市（前橋市）におい
て、システム構築・実装を行います。 

・R5 年度以降は、県内での普及に向けて、都市部では前橋市の取組をベー
スに高度化するとともに、山間地・観光地では、地域の課題にあわせたカ
スタマイズをして各市町村への展開を目指します。

  

※ 用語の意味は、巻末の用語解説をご覧ください。

検討・実施
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施策 ※（証拠に基づく政策立案）による地域公共交通網の再編・効率化

施策概要 将来的な少子化の進展やコロナ禍による移動需要減少の影響により、県内
の公共交通の運営環境はますます厳しくなっていくことが想定されます。 
市町村をまたぐ広域的な移動需要を支える基幹公共交通軸（広域的な鉄

道・バス路線網）のより効率的な運行計画や路線再編を支援するため、市町
村や交通事業者とも連携し、パーソントリップ調査※データ、人流ビッグデ
ータ※、乗降データ、運行情報などを活用した EBPM※による手法の検討を行
い、具体的な計画・再編案の策定を進めていきます。 
 
＜主な事業＞

・効率的な運行計画の構築に向けた人流ビッグデータ※や乗降データ等の活
用方法の検討【県・市町村】 

・検討の基礎となる運行情報の収集【市町村】 
・検討の基礎となる乗降データの提供【事業者】 
 
＜公共交通網再編のイメージ＞

資料：改正地域公共交通活性化再生法の制度と運用について 
（国土交通省神戸運輸管理部） 

実施主体 県、市町村、事業者 
スケジュール ～

留意点

  

検討・実施

※ 用語の意味は、巻末の用語解説をご覧ください。
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施策 ※（証拠に基づく政策立案）による地域公共交通網の再編・効率化

施策概要 将来的な少子化の進展やコロナ禍による移動需要減少の影響により、県内
の公共交通の運営環境はますます厳しくなっていくことが想定されます。 
市町村をまたぐ広域的な移動需要を支える基幹公共交通軸（広域的な鉄

道・バス路線網）のより効率的な運行計画や路線再編を支援するため、市町
村や交通事業者とも連携し、パーソントリップ調査※データ、人流ビッグデ
ータ※、乗降データ、運行情報などを活用した EBPM※による手法の検討を行
い、具体的な計画・再編案の策定を進めていきます。 
 
＜主な事業＞

・効率的な運行計画の構築に向けた人流ビッグデータ※や乗降データ等の活
用方法の検討【県・市町村】 

・検討の基礎となる運行情報の収集【市町村】 
・検討の基礎となる乗降データの提供【事業者】 
 
＜公共交通網再編のイメージ＞

資料：改正地域公共交通活性化再生法の制度と運用について 
（国土交通省神戸運輸管理部） 

実施主体 県、市町村、事業者 
スケジュール ～

留意点

  

検討・実施

※ 用語の意味は、巻末の用語解説をご覧ください。

 

施策 公共交通オープンデータ※の活用による公共交通サービスの高度化

施策概要 公共交通機関における運行情報等のオープンデータ※化は、利用者へのリ
アルタイムの運行状況や経路検索情報の提供等、情報提供の充実につなが
り、一層の利用者利便の向上への貢献が期待されます。 
このため、バスロケーションシステム※の継続的な運用を進めながら、運

行情報等のオープンデータ※化による事業者間での情報共有のための、
GTFS※データ入力研修会や活用方法の発信等の技術開発の支援、オープンデ
ータ※を活用したスマートフォン等への情報提供方策を検討します。 
 
＜主な事業＞

・GTFS※データ入力研修会や活用方法の発信等の実施【県】 
・バスロケーションシステム※の継続運用【市町村・事業者】 
 
＜バスロケーションシステム※＞

＜オープンな共通データ基盤のイメージ＞

資料：公共交通オープンデータ協議会ホームページより作成 

実施主体 県、市町村、事業者 
スケジュール ～

留意点

社

社

社

オープンなバス情報基盤
（標準的なフォーマット）

バス事業者

時刻表
停留所情報等

情報利用者

地図、経路情報等の
検索サービス

デジタルサイネージ

運行管理システム

…等

検討・実施

※ 用語の意味は、巻末の用語解説をご覧ください。
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施策 ※技術等の導入によるまちなかウォーカブル※の高度化

施策概要 県内では、都市部の市街地においても、空洞化による市街地の魅力の低下
や回遊手段の不足等により、多様な県民や来訪者による交流・にぎわいを生
み出しづらい状況が想定されます。 
ウォーカブル※なまちづくりを推進していくことで、エリア価値の高い持

続可能なまちづくりにつながります。 
ICT※を活用したまちづくりの事例発信や、3D※都市モデルなどのデータを

活用したシミュレーション・効果検証などによる支援を通じて、まちなかウ
ォーカブル※の高度化を進めていきます。 
 
＜主な事業＞

・ビッグデータ※を活用したシミュレーションや効果検証、AR技術などの導
入支援【県】 

・ビッグデータ※を活用したシミュレーションや効果検証、AR技術などの活
用【市町村】 

 
＜まちなかウォーカブル※推進事業＞

資料：国土交通省ホームページ 

実施主体 県、市町村 
スケジュール ～

留意点
  

※ 用語の意味は、巻末の用語解説をご覧ください。

検討・実施



04
施
策・事
業

04
施
策・事
業

 

施策 ※技術等の導入によるまちなかウォーカブル※の高度化

施策概要 県内では、都市部の市街地においても、空洞化による市街地の魅力の低下
や回遊手段の不足等により、多様な県民や来訪者による交流・にぎわいを生
み出しづらい状況が想定されます。 
ウォーカブル※なまちづくりを推進していくことで、エリア価値の高い持

続可能なまちづくりにつながります。 
ICT※を活用したまちづくりの事例発信や、3D※都市モデルなどのデータを

活用したシミュレーション・効果検証などによる支援を通じて、まちなかウ
ォーカブル※の高度化を進めていきます。 
 
＜主な事業＞

・ビッグデータ※を活用したシミュレーションや効果検証、AR技術などの導
入支援【県】 

・ビッグデータ※を活用したシミュレーションや効果検証、AR技術などの活
用【市町村】 

 
＜まちなかウォーカブル※推進事業＞

資料：国土交通省ホームページ 

実施主体 県、市町村 
スケジュール ～

留意点
  

※ 用語の意味は、巻末の用語解説をご覧ください。

検討・実施

 

施策 自動運転等の先進技術や新たなモビリティの社会実装による課題解決
 
施策 自動運転技術の社会実装による課題解決

施策概要 過疎地域の交通サービスの確保やドライバー不足の解消への期待もあり、
バス等の公共交通においても、自動運転の実用化に向けた実証実験が各地で
実施されています。 
例えば、国土交通省では、高齢化が進行する中山間地域における生活の足

の確保等のため、「道の駅」等を拠点とした自動運転サービスの実証実験を
平成 29 年度より全国 18 箇所で実施しており、令和 3 年度以降では、全国 2
か所で本格導入が進められています。 
群馬県においても、自動運転を巡る法制度等について確認を進め、公共交

通機関における自動運転の実証実験の状況等を概観し、技術進化の動向を注
視しながら、路線バスへの自動運転技術の導入支援等の施策展開を図りま
す。 
 
＜主な事業＞

・路線バスへの自動運転技術の導入支援（技術的支援）【県】 
・路線バスへの自動運転技術の導入検討及び導入【市町村】 
・自動運転バスの運行【事業者】 
 
＜中山間地域の道の駅等を拠点とした自動運転サービス実証実験の

実施箇所：令和 年 月現在＞

資料：国土交通省報道記者発表資料「中山間地域における 
道の駅等を拠点とした自動運転サービスがスタート」 

実施主体 県、市町村、事業者 
スケジュール ～

留意点

検討・実施
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施策 新たなモビリティの社会実装による課題解決

施策概要 諸外国において、移動サービスの多様化とそれに対応した電動キックボー
ドや立ち乗り電動スクーター等の「新たなモビリティ」の開発・利用が進
み、我が国でも導入が進められてきています。 
これらの新たなモビリティは、誰もが安全かつ気軽に利用できるモビリテ

ィとして、通勤時の移動手段や観光地におけるアクティビティ※等としての活
用が期待されています。 
公共交通の労働力が不足する中、交通空⽩地区等の解消を図るため、従来

の地域の交通資源と連携を図りながら、小型モビリティ等を活用した公共交
通へのアクセス利便性の充実に向けた取組を検討するとともに、自動運転等
を含めた新しい ICT※技術を活用した次世代モビリティ※の最新の開発状況に
合わせた、段階的なまちづくりのあり方についても検討・情報発信による社
会実装を進めていきます。 
 
＜主な事業＞

・次世代モビリティ※と連携した、段階的なまちづくりのあり方検討【県】 
・ファースト／ラストワンマイル※や観光地における新たなモビリティを活用
したシェアリング※等の検討【市町村】 

・ファースト／ラストワンマイル※や観光地における新たなモビリティを活用 
 
＜段階的な道路空間の再編 イメージ図＞

 
したシェアリング※等の実施【事業者】 
 

 
資料：社会資本整備審議会 第７９回基本政策部会 2022年 8月 2日 国土交通省 

＜自動運転社会における望ましい都市交通・都市交通施設のあり方＞

 

 

 

 

資料：都市交通における自動運転

技術の活用方策に関する検討会

年 月 日 国土交通省 

実施主体 県、市町村、事業者 
スケジュール ～

留意点
  

検討・実施

※ 用語の意味は、巻末の用語解説をご覧ください。
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施策 新たなモビリティの社会実装による課題解決

施策概要 諸外国において、移動サービスの多様化とそれに対応した電動キックボー
ドや立ち乗り電動スクーター等の「新たなモビリティ」の開発・利用が進
み、我が国でも導入が進められてきています。 
これらの新たなモビリティは、誰もが安全かつ気軽に利用できるモビリテ

ィとして、通勤時の移動手段や観光地におけるアクティビティ※等としての活
用が期待されています。 
公共交通の労働力が不足する中、交通空⽩地区等の解消を図るため、従来

の地域の交通資源と連携を図りながら、小型モビリティ等を活用した公共交
通へのアクセス利便性の充実に向けた取組を検討するとともに、自動運転等
を含めた新しい ICT※技術を活用した次世代モビリティ※の最新の開発状況に
合わせた、段階的なまちづくりのあり方についても検討・情報発信による社
会実装を進めていきます。 
 
＜主な事業＞

・次世代モビリティ※と連携した、段階的なまちづくりのあり方検討【県】 
・ファースト／ラストワンマイル※や観光地における新たなモビリティを活用
したシェアリング※等の検討【市町村】 

・ファースト／ラストワンマイル※や観光地における新たなモビリティを活用 
 
＜段階的な道路空間の再編 イメージ図＞

 
したシェアリング※等の実施【事業者】 
 

 
資料：社会資本整備審議会 第７９回基本政策部会 2022年 8月 2日 国土交通省 

＜自動運転社会における望ましい都市交通・都市交通施設のあり方＞

 

 

 

 

資料：都市交通における自動運転

技術の活用方策に関する検討会

年 月 日 国土交通省 

実施主体 県、市町村、事業者 
スケジュール ～

留意点
  

検討・実施

※ 用語の意味は、巻末の用語解説をご覧ください。

 

4.3 計画目標３ 交通まちづくり分野の脱炭素化の推進【ＧＩ※】 
 
施策 環境負荷の少ない移動手段の利用促進などスマートムーブの推進
 
施策 利用啓発による公共交通の利用促進

施策概要 群馬県は、自動車の利用割合が高いことから、高齢者でも日常生活に必要
な移動は自動車が中心となり、免許返納ができずにいる方が多く存在してい
ます。 
そのため、自動車中心の生活から、「公共交通や徒歩、自転車等の多様な

手段をかしこく利用する生活」への転換を促すため、公共交通の維持、サー
ビスの向上と合わせ、個人や学校・職場等を対象としたモビリティ・マネジ
メント※に取り組むことで、県民の意識啓発を図ります。 

＜主な事業＞

・スマートムーブの普及推進【県】 
・小中高生へのモビリティ・マネジメント※（夏休み子どもバス定期・エコ
通学）の実施【県・市町村・事業者】 

・公共交通の乗り方教室【県・市町村・事業者】 
・カーフリーデーの実施検討【県・市町村】 
 
＜スマートムーブ体験ツアーパンフレット＞

資料：群馬県スマートムーブ推進協議会 

実施主体 県、市町村、事業者 
スケジュール ～

留意点

  

検討・実施

※ 用語の意味は、巻末の用語解説をご覧ください。
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施策 低炭素型モビリティの導入・普及

施策概要 2015 年に採択されたパリ協定に基づき、21 世紀後半には温室効果ガス排出
の実質ゼロを国際的枠組みとして目指すことになっています。群馬県でも、5
つのゼロ宣言で、2050 年温室効果ガス排出量ゼロを目標としており、この低
炭素社会の実現のために、環境政策を契機に経済・地域などの諸課題の同時
解決を図るような「環境・経済・社会の統合的向上」を具体化した取組を推
進しています。 
高齢化が進む地域での地域内交通の確保や、観光資源となるような新たな

観光モビリティの展開などに留意し、県民の主要な公共交通であるバスの
EV※化を進めるとともに、地域が抱える様々な交通の課題の解決と、地域で
のグリーンスローモビリティ※などの新たな低炭素型モビリティの普及・推進
を図っていきます。 
 
＜主な事業＞

・バスの EV※化検討【県・市町村・事業者】 
・グリーンスローモビリティ※などの低炭素型モビリティの導入・普及【市町
村】 

・グリーンスローモビリティ※などの運行【事業者】 
 
＜グリーンスローモビリティ※のイメージ＞

資料：国土交通省ホームページ：グリーンスローモビリティ※とは 

実施主体 県、市町村、事業者 
スケジュール ～

留意点
  

検討・実施

※ 用語の意味は、巻末の用語解説をご覧ください。
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施策 低炭素型モビリティの導入・普及

施策概要 2015 年に採択されたパリ協定に基づき、21 世紀後半には温室効果ガス排出
の実質ゼロを国際的枠組みとして目指すことになっています。群馬県でも、5
つのゼロ宣言で、2050 年温室効果ガス排出量ゼロを目標としており、この低
炭素社会の実現のために、環境政策を契機に経済・地域などの諸課題の同時
解決を図るような「環境・経済・社会の統合的向上」を具体化した取組を推
進しています。 
高齢化が進む地域での地域内交通の確保や、観光資源となるような新たな

観光モビリティの展開などに留意し、県民の主要な公共交通であるバスの
EV※化を進めるとともに、地域が抱える様々な交通の課題の解決と、地域で
のグリーンスローモビリティ※などの新たな低炭素型モビリティの普及・推進
を図っていきます。 
 
＜主な事業＞

・バスの EV※化検討【県・市町村・事業者】 
・グリーンスローモビリティ※などの低炭素型モビリティの導入・普及【市町
村】 

・グリーンスローモビリティ※などの運行【事業者】 
 
＜グリーンスローモビリティ※のイメージ＞

資料：国土交通省ホームページ：グリーンスローモビリティ※とは 

実施主体 県、市町村、事業者 
スケジュール ～

留意点
  

検討・実施

※ 用語の意味は、巻末の用語解説をご覧ください。

 

施策 脱炭素型の都市・地域づくりの推進
 
施策 グリーンインフラ※を活用した魅力的な都市空間の再構築

施策概要 将来の県民に良好な環境を引き継ぎ、暮らしを支える生活環境や群馬の素
晴らしい自然環境を保全するためには、社会資本整備や土地利用等のハー
ド・ソフト両面において、自然環境が有する多様な機能を活用し、持続可能
で魅力ある県土・都市・地域づくりを進める取組が求められています。 
グリーンインフラ※の活用により、防災・減災、国土強靱化、新たな生活

様式、SDGs※に貢献するグリーンインフラ※の社会実装について検討を進め
るとともに、まちなかオープンスペースのグリーン化等の対策を検討してい
きます。 
 
＜主な事業＞

・都市公園などにおけるグリーンインフラ※・省エネ化の推進【県・市町
村】 

・まちなかオープンスペースのグリーン化【県・市町村】 
 
＜グリーンインフラ※活用の取組イメージ＞

資料：グリーンインフラ※の推進について 
（社会資本整備審議会交通政策審議会技術分科会技術部会 

・国土交通技術行政の基本政策懇談会（第 1４回）） 

実施主体 県、市町村、事業者 
スケジュール ～

留意点

  

検討・実施

※ 用語の意味は、巻末の用語解説をご覧ください。
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施策 脱炭素に配慮したまちづくりの推進

施策概要 群馬県では、県民の移動手段の大半を自動車が占めるなど、「過度に自動
車に依存した状況」であるため、運輸部門の CO2 排出割合が全国より 10 ポ
イント程度高くなっています。 
「公共交通や自転車、徒歩等の多様な移動手段を適度に利用する状態」に

転換するため、「まちのまとまり」をつなぐ公共交通を将来にわたって確保
し、市町村のまちづくりと連携した、誰もが公共交通を利用しやすいまちづ
くりを進めていきます。 
上記に加えて、まちなかの歩行空間の快適性や回遊性を高めるため、居心

地が良く歩きたくなるまちなかづくりを進めています。 
さらに、市街地における安全・快適な自転車通行空間と歩行環境の整備を

進めるとともに、観光地の最寄り駅にファースト／ラストワンマイル※モビ
リティとして、自転車シェアリング※やカーシェアリング※の導入を進めま
す。 
 
＜主な事業＞

・居心地が良く歩きたくなるまちなかづくりの推進【県・市町村】 
・安全・快適な自転車通行空間と歩行環境の整備【県・市町村】 
・ファースト／ラストワンマイル※や観光地における自転車のシェアリン
グ※サービスの実施【市町村・事業者】 

 
居心地が良く歩きたくなるまちなかのイメージ

 
資料：国土交通省「2040年 道路の景色が変わる」 

実施主体 県、市町村、事業者 
スケジュール ～

留意点 ・これらの取組は、住民の移動手段を確保する観点でも有用であることか
ら、住民の利用可能性にも留意する必要があります。 

  

検討・実施

※ 用語の意味は、巻末の用語解説をご覧ください。
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施策 脱炭素に配慮したまちづくりの推進

施策概要 群馬県では、県民の移動手段の大半を自動車が占めるなど、「過度に自動
車に依存した状況」であるため、運輸部門の CO2 排出割合が全国より 10 ポ
イント程度高くなっています。 
「公共交通や自転車、徒歩等の多様な移動手段を適度に利用する状態」に

転換するため、「まちのまとまり」をつなぐ公共交通を将来にわたって確保
し、市町村のまちづくりと連携した、誰もが公共交通を利用しやすいまちづ
くりを進めていきます。 
上記に加えて、まちなかの歩行空間の快適性や回遊性を高めるため、居心

地が良く歩きたくなるまちなかづくりを進めています。 
さらに、市街地における安全・快適な自転車通行空間と歩行環境の整備を

進めるとともに、観光地の最寄り駅にファースト／ラストワンマイル※モビ
リティとして、自転車シェアリング※やカーシェアリング※の導入を進めま
す。 
 
＜主な事業＞

・居心地が良く歩きたくなるまちなかづくりの推進【県・市町村】 
・安全・快適な自転車通行空間と歩行環境の整備【県・市町村】 
・ファースト／ラストワンマイル※や観光地における自転車のシェアリン
グ※サービスの実施【市町村・事業者】 

 
居心地が良く歩きたくなるまちなかのイメージ

 
資料：国土交通省「2040年 道路の景色が変わる」 

実施主体 県、市町村、事業者 
スケジュール ～

留意点 ・これらの取組は、住民の移動手段を確保する観点でも有用であることか
ら、住民の利用可能性にも留意する必要があります。 

  

検討・実施

※ 用語の意味は、巻末の用語解説をご覧ください。

 

4.4 計画目標４ まちづくりと連携した基幹公共交通軸の確保・維持（市町

村域を越える広域的な公共交通） 
 
施策 広域的な拠点となる駅等を中心とした都市機能の誘導など、公共交通と連携したまち

づくりの推進
 
施策 駅等への都市機能誘導の促進

施策概要 自動車を利用できない県民でも不自由なく日常生活の移動ができる環境を
形成するため、公共交通の利便性が高い駅等へ都市機能誘導を促進します。 
そのため、立地適正化計画※を策定し、都市機能誘導区域を設定すること

で商業施設や公共施設などを誘導します。 
また、立地適正化計画※と連携した地域公共交通計画※の策定を進め、都

市機能誘導区域への公共交通アクセスを改善します。 
 
＜主な事業＞

・立地適正化計画※の策定支援・地域公共交通計画※との連携促進【県】 
・立地適正化計画※と連携した地域公共交通計画※の策定【市町村】 
・立地適正化計画※における都市機能誘導区域の設定【市町村】 
・都市再生整備計画※の策定支援【県】 
・都市再生整備計画※の関連事業の推進【市町村・事業者＊】 
・都市機能誘導区域における誘導施設整備の推進【市町村・事業者＊】 
・公共施設の更新・統廃合に合わせた基幹公共交通軸周辺への誘導【県・市
町村】 

・市街地再開発事業の推進【事業者＊】 
＊「事業者」には、交通事業者以外のまちづくり関係の事業者を含む。 

 
＜立地適正化計画※における駅等への都市機能誘導＞

資料：広島県 HP「立地適正化計画について」 

実施主体 県、市町村、事業者 
スケジュール ～

留意点

  

検討・実施

※ 用語の意味は、巻末の用語解説をご覧ください。
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施策 駅まち空間整備（駅及び駅周辺の一体的整備）

施策概要 駅と駅周辺の空間を一体的に整備し、利便性の高く魅力ある空間を創出す
ることで、公共交通の利用者の増加、駅周辺の賑わいの創出を目指します。 
そのために、都市再生整備計画※の策定や関連事業の推進を行います。 

 
＜主な事業＞

・都市再生整備計画※の策定支援【県】 
・都市再生整備計画※の関連事業の推進【市町村・事業者＊】 
・市街地再開発事業の推進【事業者＊】 
・駅及び駅周辺の一体的整備支援（補助金支援）【県】 
・駅及び駅周辺の一体的整備【市町村・事業者＊】 

＊「事業者」には、交通事業者以外のまちづくり関係の事業者を含む。 
 
＜駅まち空間整備のイメージ＞

資料：国交省 駅まちデザイン検討会
(https://www.mlit.go.jp/toshi/toshi_gairo_tk_000098.html) 

実施主体 県、市町村、事業者 
スケジュール ～

留意点

  

検討・実施

※ 用語の意味は、巻末の用語解説をご覧ください。
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施策 駅まち空間整備（駅及び駅周辺の一体的整備）

施策概要 駅と駅周辺の空間を一体的に整備し、利便性の高く魅力ある空間を創出す
ることで、公共交通の利用者の増加、駅周辺の賑わいの創出を目指します。 
そのために、都市再生整備計画※の策定や関連事業の推進を行います。 

 
＜主な事業＞

・都市再生整備計画※の策定支援【県】 
・都市再生整備計画※の関連事業の推進【市町村・事業者＊】 
・市街地再開発事業の推進【事業者＊】 
・駅及び駅周辺の一体的整備支援（補助金支援）【県】 
・駅及び駅周辺の一体的整備【市町村・事業者＊】 

＊「事業者」には、交通事業者以外のまちづくり関係の事業者を含む。 
 
＜駅まち空間整備のイメージ＞

資料：国交省 駅まちデザイン検討会
(https://www.mlit.go.jp/toshi/toshi_gairo_tk_000098.html) 

実施主体 県、市町村、事業者 
スケジュール ～

留意点

  

検討・実施

※ 用語の意味は、巻末の用語解説をご覧ください。

 

施策 シームレスで利便性の高い広域的な基幹公共交通ネットワークの構築
 
施策 交通結節点の機能強化

施策概要 県内では、数多くの交通事業者が公共交通を運行しているため、移動に乗
継が必要なケースが数多く存在します。交通結節点の整備による交通モー
ド※間の接続を目指します。 
ソフト面では、事業者・交通モード※の垣根を超えた分かりやすい案内サ

インを整備することで心理的負担の軽減を目指します。 
 
＜主な事業＞

・駅及び駅周辺の一体的整備支援（補助金支援）【県】 
・駅及び駅周辺の一体的整備【市町村・事業者】 
・誰もがわかりやすい案内サインの検討【県・市町村・事業者】 
 
＜交通結節点の機能強化イメージ＞

 
東武桐生線 新桐生駅（左：整備前、右：整備後） 

資料：「よくわかる公共事業：桐生・みどり地域」 
(https://www.pref.gunma.jp/06/h80g_00099.html) 

実施主体 県、市町村、事業者 
スケジュール ～

留意点
  

実実施施前前 実実施施後後

◆駅前広場はロータリーとなるとともに、歩道
等も整備され、新桐生駅の利便性が向上し
ました。

◆自動車と歩行者の通行
区分がないため、自動車
と歩行者が混在している
状況でした。

◆一般車の停車区画がな
いため、一般車は駅前広
場の中央付近に停車して
いる状況でした。

一般車の停車状況

検討・実施

※ 用語の意味は、巻末の用語解説をご覧ください。
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施策 交通インフラの老朽化対策、バリアフリー化等の推進
 
施策 老朽化・バリアフリー化対策等による広域的な公共交通の維持確保と

強靱化

施策概要 免許を持たない高齢者などの交通弱者の移動手段となる公共交通のバリア
フリー化を推進するために、ノンステップバスの導入や、鉄道駅へのエレベ
ータ設置などの取組を推進します。 
また、事業環境に厳しさが増している公共交通事業者を支援するために、

広域バス路線運行費補助、中小私鉄の上下分離・第三セクター方式への転換
など経営支援や路線バス運転手の確保の支援など運行支援も推進します。 
さらに、第 11 次群馬県交通安全計画に基づいた安全対策により、踏切事

故をはじめとする列車事故の未然防止を目指します。 
 
＜主な事業＞

・踏切における安全対策の推進【県・市町村・事業者】 
・鉄道駅へのバリアフリー対策の支援（補助金支援）【県】 
・鉄道駅へのバリアフリー対策の実施【市町村・事業者】 
・ノンステップバス車両の購入支援（補助金支援）【県】 
・ノンステップバス車両の購入【市町村・事業者】 
・バス停のバリアフリー化【県・市町村】 
・中小私鉄の群馬型上下分離方式・第三セクター方式による支援（補助金支
援）【県・市町村】 

・広域バス路線運行支援（補助金支援）【県】 
・重大列車事故の未然防止【事業者】 
・路線バスの運転手確保対策の実施【県・市町村・事業者】 
 
＜参考＞

マクラギの老朽化に伴う更新 鉄道駅のエレベータ設置 
実施主体 県、市町村、事業者 
スケジュール ～

留意点

検討・実施
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施策 交通インフラの老朽化対策、バリアフリー化等の推進
 
施策 老朽化・バリアフリー化対策等による広域的な公共交通の維持確保と

強靱化

施策概要 免許を持たない高齢者などの交通弱者の移動手段となる公共交通のバリア
フリー化を推進するために、ノンステップバスの導入や、鉄道駅へのエレベ
ータ設置などの取組を推進します。 
また、事業環境に厳しさが増している公共交通事業者を支援するために、

広域バス路線運行費補助、中小私鉄の上下分離・第三セクター方式への転換
など経営支援や路線バス運転手の確保の支援など運行支援も推進します。 
さらに、第 11 次群馬県交通安全計画に基づいた安全対策により、踏切事

故をはじめとする列車事故の未然防止を目指します。 
 
＜主な事業＞

・踏切における安全対策の推進【県・市町村・事業者】 
・鉄道駅へのバリアフリー対策の支援（補助金支援）【県】 
・鉄道駅へのバリアフリー対策の実施【市町村・事業者】 
・ノンステップバス車両の購入支援（補助金支援）【県】 
・ノンステップバス車両の購入【市町村・事業者】 
・バス停のバリアフリー化【県・市町村】 
・中小私鉄の群馬型上下分離方式・第三セクター方式による支援（補助金支
援）【県・市町村】 

・広域バス路線運行支援（補助金支援）【県】 
・重大列車事故の未然防止【事業者】 
・路線バスの運転手確保対策の実施【県・市町村・事業者】 
 
＜参考＞

マクラギの老朽化に伴う更新 鉄道駅のエレベータ設置 
実施主体 県、市町村、事業者 
スケジュール ～

留意点

検討・実施

 

施策 訪日外国人観光客などの広域的な観光周遊に対応した公共交通ネットワークの構築
 
施策 多言語対応の観光型 ※等の導入

施策概要 群馬県には、世界遺産である富岡製糸場など、世界に誇る観光資源が数多
く存在しますが、鉄道だけではアクセスできない観光地も存在します。 
また、新型コロナウイルス感染症拡大前まで外国人観光客は増加してお

り、今後も増加が期待されます。 
そのため、多言語対応の観光型MaaS※を導入することで、外国人観光客も

シームレスに移動できる交通環境を実現し、立ち寄り個所数の増加や滞在時
間の増加を目指します。 
また、スマートフォンなどの情報端末利用に欠かせない Wi-Fi の旅客施設

への整備支援により、観光中の情報収集を支援します。 
 
＜主な事業＞

・MaaS※の普及促進【県】 
・MaaS※の導入検討【市町村・事業者】 
・MaaS※環境の構築【市町村・事業者】 
・旅客施設への Wi-Fi整備支援の検討【県・市町村】 
・旅客施設への Wi-Fi整備の実施【事業者】 
・多言語案内サイン整備支援の検討【県・市町村】 
・多言語案内サイン整備の実施【事業者】 
 
＜参考＞

※のイメージ

デジタル案内やスマホアプリ等

による多言語の道・まち案内

資料：国土交通省「2040年 道路の景色
が変わる」

実施主体 県、市町村、事業者 
スケジュール ～

留意点
  

検討・実施

※ 用語の意味は、巻末の用語解説をご覧ください。
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施策 複数観光地の周遊性向上

施策概要 県内には多様な観光資源がありますが、立ち寄り個所数は 1 箇所のみが多
くなっており、周遊性が低くなっています。 
そのため、既存の公共交通を連携することで周遊性を向上させ、観光客の

立ち寄り個所数を増加させるとともに、維持が困難になっている中山間地の
公共交通の持続可能性向上を目指します。 
 
＜主な事業＞

・多様なモビリティの連携による広域観光周遊の検討【県・市町村・事業
者】 

 
＜観光地の周遊性向上のイメージ＞

資料：「やまなし観光ＭａａＳ※の整備について 令和 3年 3月 山梨県」を加工 

実施主体 県、市町村、事業者 
スケジュール ～

留意点
 
  

実証実験・可能性検討

※ 用語の意味は、巻末の用語解説をご覧ください。
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施策 複数観光地の周遊性向上

施策概要 県内には多様な観光資源がありますが、立ち寄り個所数は 1 箇所のみが多
くなっており、周遊性が低くなっています。 
そのため、既存の公共交通を連携することで周遊性を向上させ、観光客の

立ち寄り個所数を増加させるとともに、維持が困難になっている中山間地の
公共交通の持続可能性向上を目指します。 
 
＜主な事業＞

・多様なモビリティの連携による広域観光周遊の検討【県・市町村・事業
者】 

 
＜観光地の周遊性向上のイメージ＞

資料：「やまなし観光ＭａａＳ※の整備について 令和 3年 3月 山梨県」を加工 

実施主体 県、市町村、事業者 
スケジュール ～

留意点
 
  

実証実験・可能性検討

※ 用語の意味は、巻末の用語解説をご覧ください。

 

4.5 計画目標５ まちづくりと連携した地域的な暮らしの足の確保・維持

（市町村内における多様な移動手段） 
 
施策 市町村内の各拠点への都市機能の誘導と、これらをネットワークする多様な移動手段

の確保・維持
 
施策 市町村内の各拠点への居住と都市機能誘導の促進

施策概要 市街地の拡散や人口密度の低下による、都市機能の衰退や地域コミュニテ
ィの希薄化を防ぐため、市町村内の拠点への居住及び都市機能誘導を進め
て、「まちのまとまり」を維持することが必要です。 
そこで、立地適正化計画※・地域公共交通計画※が連携した両計画の策定、

都市再生整備計画※の策定、市街地開発事業※の支援、官民連携による公共施
設の再編等を推進します。 
 
主な事業

・立地適正化計画※の策定支援・地域公共交通計画※との連携促進【県】 
・立地適正化計画※と連携した地域公共交通計画※の策定【市町村】 
・立地適正化計画※における都市機能・居住誘導区域の設定【市町村】 
・都市再生整備計画※の策定支援【県】 
・都市再生整備計画※の策定・関連事業の推進【市町村・事業者】 
・土地区画整理事業の支援【県】 
・土地区画整理事業の推進【市町村・事業者】 
・公共施設の更新・統廃合に合わせた基幹公共交通軸周辺への誘導【県・市
町村】 

 
参考事例

拠点への誘導イメージ

資料：国土交通省 都市計画 ホームページ 
（https://www.mlit.go.jp/en/toshi/city_plan/compactcity

_network2.html） 

 
実施主体 県、市町村、事業者 
スケジュール ～

留意点 ・立地適正化計画※を策定すると、都市・地域交通戦略推進事業は重点支
援、地域公共交通確保維持改善事業（利用環境改善促進等事業）は補助率
嵩上げ。 

  

検討・実施

※ 用語の意味は、巻末の用語解説をご覧ください。
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施策 適切な土地利用規制・誘導

施策概要 都市（市街化区域）の周辺には、市街化調整区域※、非線引き都市計画区
域※が広がっています。市街化調整区域※は、市街化を抑制するエリアです
が、開発許可条例の運用により一部の地域では一定の開発が容認されてお
り、市街地の拡散につながっています。 
また、土地利用規制の緩い非線引き都市計画区域※では、住宅のバラ建ち

など無秩序な開発が進行しています。 
快疎な空間を構築していく上では、無秩序な住宅立地、特に災害危険区域

やインフラ未整備区域への都市の拡散を防ぐことが必要です。 
地区計画（市街化調整区域※、非線引き都市計画区域※）、特定用途制限地

域（非線引き都市計画区域※）、開発許可制度を適切に運用し、快疎な空間
を整えていきます。 
 
＜主な事業＞

・市街化調整区域※、非線引き都市計画区域※における地区計画、特定用途制
限地域の指定支援【県】 

・開発許可制度における住宅立地基準運用の変更等の検討【県・市町村】 
・市街化調整区域※、非線引き都市計画区域※における地区計画、特定用途制
限地域の指定検討・運用【市町村】 

 
＜参考事例＞

市街化調整区域※の地区計画イメージ 
資料：前橋市 市街化調整区域※における地区計画運用指針 2021年 3月 前橋市 

実施主体 県、市町村 
スケジュール ～

留意点 ・道路・農業振興・農地転用・上下水道等の担当部局と十分に協議・調整す
る必要があります。 

 
  

検討・実施

※ 用語の意味は、巻末の用語解説をご覧ください。
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施策 適切な土地利用規制・誘導

施策概要 都市（市街化区域）の周辺には、市街化調整区域※、非線引き都市計画区
域※が広がっています。市街化調整区域※は、市街化を抑制するエリアです
が、開発許可条例の運用により一部の地域では一定の開発が容認されてお
り、市街地の拡散につながっています。 
また、土地利用規制の緩い非線引き都市計画区域※では、住宅のバラ建ち

など無秩序な開発が進行しています。 
快疎な空間を構築していく上では、無秩序な住宅立地、特に災害危険区域

やインフラ未整備区域への都市の拡散を防ぐことが必要です。 
地区計画（市街化調整区域※、非線引き都市計画区域※）、特定用途制限地

域（非線引き都市計画区域※）、開発許可制度を適切に運用し、快疎な空間
を整えていきます。 
 
＜主な事業＞

・市街化調整区域※、非線引き都市計画区域※における地区計画、特定用途制
限地域の指定支援【県】 

・開発許可制度における住宅立地基準運用の変更等の検討【県・市町村】 
・市街化調整区域※、非線引き都市計画区域※における地区計画、特定用途制
限地域の指定検討・運用【市町村】 

 
＜参考事例＞

市街化調整区域※の地区計画イメージ 
資料：前橋市 市街化調整区域※における地区計画運用指針 2021年 3月 前橋市 

実施主体 県、市町村 
スケジュール ～

留意点 ・道路・農業振興・農地転用・上下水道等の担当部局と十分に協議・調整す
る必要があります。 

 
  

検討・実施

※ 用語の意味は、巻末の用語解説をご覧ください。

 

 
施策 官民共創による居心地が良く歩きたくなる賑わいのある健幸なまちづ

くりの推進

施策概要 都市には、これまでに整備された施設が存在しており、これら地域の資源
である官民の既存ストック（都市アセット※）を最大限に利活用し、新しい
ライフスタイルのニーズに応えていくことが重要です。 
居心地が良く歩きたくなる、賑わいのある健幸なまちづくりには、公共が

所有するインフラと民間施設を一体的に整備することが効果的です。そのた
め、都市再生整備計画※・関連事業、景観計画、遊休不動産と活用事業者の
マッチング、滞在快適性等向上区域（まちなかウォーカブル※区域）、歩行
者利便増進道路の制度等を活用し、整備を推進していきます。 
 
＜主な事業＞

・官民共創による都市アセット※を活用したまちづくり【県・市町村・事業
者】 

・都市再生整備計画※の策定支援【県】 
・都市再生整備計画※の策定推進･関連事業の推進【市町村・事業者】 
・景観計画の策定支援【県】 
・景観計画の策定推進【市町村】 
・遊休不動産や古民家（町屋）と事業者とのマッチング事業の実施【県・市
町村】 

 
＜参考事例＞

 
都市アセット※の取組例 
資料：デジタル化の急速な進展やニューノーマル※に対応した 

都市政策のあり方検討会 中間とりまとめ 2021年 4月 

実施主体 県、市町村、事業者 
スケジュール ～

留意点 ・エリアマネジメントが行われている場合には、エリアマネジメント団体と
連携する必要があります。 

  

検討・実施

※ 用語の意味は、巻末の用語解説をご覧ください。
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施策 地域内の多様な移動手段（コミュニティバス等のフィーダー輸送の再

編、デマンド型乗合タクシー等）の確保・最適化

施策概要 フィーダー系交通※は、幹線ネットワークと効果的に組み合わせることで
移動の利便性が向上するものであり、都市部～中山間地まで、その地域の状
況（人口規模、施設配置、面積等）により、適切な移動手段が異なります。
法定協議会を通じて、適切な移動手段を検討し、地域公共交通計画※に位置
づけ計画的に整備することが重要です。 
フィーダー系交通※は、次のような多様な手段があります。地域の特性に

合った移動手段の導入とともに、ICT※（AI※や MaaS※等）を活用した効率化
についても推進します。 
・路線バス（コミュニティバス含む）、需要に見合った車両のダウンサイジ
ング、需要を集約する隔日運行、一般タクシー、変動運賃タクシー、オン
デマンド型乗合交通（路線不定期、区域運行）、定額乗合タクシー、サブ
スクリプション型サービス※（タクシー定期）、自家用有償旅客運送、送
迎バス等への混乗、タクシー利用運賃補助、相乗りタクシー、ボランティ
ア輸送 

 
＜主な事業＞

・立地適正化計画※の策定支援･地域公共交通計画※との連携促進【県】 
・地域公共交通計画※の策定【市町村】 
・市町村乗合バス･乗合タクシー運行支援（補助金支援）【県】 
・市町村乗合バス･乗合タクシー（新規国庫補助予定路線）試験運行支援
【県】 

・市町村乗合バス･乗合タクシー運行【市町村・事業者】 
・AI※配車システムを活用したオンデマンド交通※の導入検討及び実証実験の
推進【市町村・事業者】 

 
＜参考事例＞

明和町のサブスクリプション型移動サービス

資料：明和町社会福祉協議会ホームページ http://meiwa-syakyo.or.jp/publics/index/14/） 

実施主体 県、市町村、事業者 
スケジュール ～

留意点 ・よりよい地域交通となるよう運行後も常に改善等を図る必要があります。 

検討・実施

※ 用語の意味は、巻末の用語解説をご覧ください。
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検討・実施

※ 用語の意味は、巻末の用語解説をご覧ください。

 

 
施策 自転車利用環境の向上と公共交通との連携強化

施策概要 自転車は鉄道の端末交通手段として高い割合を占めています。公共交通の
利便性を向上するには、自転車との乗換を円滑にし、自転車通行空間を確保
することが必要です。 
そのため、自転車活用整備推進計画を策定し、自転車通行空間の整備や、

鉄道駅・バス停における自転車駐車場整備、シェアサイクル※の導入等を進
めていきます。 
 
＜主な事業＞

・自転車通行空間の整備【県・市町村】 
・市町村の自転車活用推進計画策定支援（技術的支援）【県】 
・自転車活用推進計画の策定【市町村】 
・シェアサイクル※の導入検討【市町村・事業者】 
 
＜参考事例＞

自転車通行空間の整備例 シェアサイクル※のイメージ 
資料：ぐんま・県土整備プラン 2020        資料：前橋シェアサイクル cogbe 

実施主体 県、市町村、事業者 
スケジュール ～

留意点 ・自転車駐車場整備では、既存の駐車場の利用状況や放置自転車の状況を把
握し、需要に見合った施設整備が必要です。 

  

矢羽根型路面表示

矢羽根型路面表示

検討・実施

※ 用語の意味は、巻末の用語解説をご覧ください。
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施策 広域的な基幹公共交通軸と地域内の拠点をネットワークする多様な移動手段とのシー

ムレス化の推進
 
施策 広域的な基幹公共交通軸とのシームレス化

施策概要 県内では、公共交通の乗り継ぎ利用（鉄道とバス、バスとバス）の割合が
少なくなっています。 
なぜ乗り継ぎされないのか理由を分析し、その課題の対策を検討実施して

いきます。運行計画の構築にあたっては、人流ビッグデータ※や乗降データ
を活用します。 
効率的なダイヤとするために、①各交通事業者によるダイヤ見直し、運行

頻度向上等を推進し、②複数の競合する交通事業者が運行している場合に
は、ダイヤの調整や共同運行を推進します。 
 
＜主な事業＞

・交通モード※間の乗換抵抗（バリア）の要因分析 【県】 
・効率的な運行計画の構築に向けた人流ビッグデータ※や乗降データ等の活
用方法の検討【県】 

・バスの共同経営運行の実施や効率的なダイヤ調整会議の開催【市町村・事
業者】 

・地域内コミュニティバス・路線バスにおけるダイヤ見直し・運行頻度の向
上・平準化の検討【市町村・事業者】 

 
＜参考事例＞

前橋市のバス運行事業者 6社による共同経営方式の運間隔調整 
資料：前橋市内乗合バス事業共同経営計画 2021年 8月 関越交通㈱、㈱群馬バス、 

群馬中央バス㈱、上信電鉄㈱、永井運輸㈱、日本中央バス㈱ 

実施主体 県、市町村、事業者 
スケジュール ～

留意点 ・共同経営では収入のバランスを従前とあまり変化しないよう調整し合意形
成する必要があります。 

  

検討・実施

※ 用語の意味は、巻末の用語解説をご覧ください。
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検討・実施

※ 用語の意味は、巻末の用語解説をご覧ください。

 

施策 ※の導入検討、普及

施策概要 前掲（施策 4-2） 

※ 用語の意味は、巻末の用語解説をご覧ください。
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施策 都市部の鉄道・バス等の利便性向上
 
施策 駅・バス停へのアクセス性向上

施策概要 交通結節点である駅やバス停へのアクセス利便性は、公共交通の利用促進
を図る上で重要です。ハード面では、いわゆる、ラスト／ファーストワンマ
イル（自宅や目的地と交通結節点間の移動）のモビリティ確保と駐停留機能
を有することが必要です。 
駅やバス停に、送迎車停車空間や自転車駐車場の整備を推進します。今

後、カーシェアリング※、シェアサイクル※、小型モビリティ（1～2 人乗り
の小型車両）やパーソナルモビリティ（シニアカー、電動キックボード等）
などへの対応も進めていきます。 
 
＜主な事業＞

・ファースト／ラストワンマイル※のモビリティ確保【市町村・事業者】 
 
＜参考事例＞

ミネアポリスのモビリティハブ※の例 
資料：2019 Minneapolis Mobility Hubs Pilot, Minneapolis Public Works 

 

バス停併設駐輪場の事例（東京） 
実施主体 県、市町村、事業者 
スケジュール ～

留意点 ・道路上に設置するバス待ち空間は、歩道の通行幅員を確保する必要があり
ます。 

  

検討・実施

※ 用語の意味は、巻末の用語解説をご覧ください。
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検討・実施

※ 用語の意味は、巻末の用語解説をご覧ください。

 

 
施策 定時性・速達性の確保

施策概要 都市部では、朝の通勤通学や夕方の帰宅時間帯を中心に、路線バスの定時
性が低下している区間がみられます。このような箇所では、バスの専用走行
路、バス専用レーンやバス優先レーンのバス優先走行空間の確保、バス優先
信号等（PTPS※等）や車外運賃収受等により、定時性・速達性を確保するこ
とが有効です。 
これらバス優先策について検討し、必要性の高い路線、区間、時間帯での

導入を推進します。 
 
＜主な事業＞

・バス専用レーン・優先レーンの設置検討【市町村・事業者】 
・PTPS※の導入検討【市町村・事業者】 
 
＜参考事例＞

名古屋の基幹バス(中央走行) 都内のバス専用レーン(走行車線) 
 

実施主体 県、市町村、事業者

スケジュール ～

留意点 ・バスレーンは、一般車両への影響を考え、バス運行本数・輸送人員から導
入効果を検討、また規制対象車両などを検討し実施することが必要となり
ます。 

 
 
 
施策 公共交通オープンデータ※の活用による公共交通サービスの高度化

施策概要 前掲（施策 4-4） 
  

検討・実施

※ 用語の意味は、巻末の用語解説をご覧ください。
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施策 バス待ち環境の整備

施策概要 バス待ち環境は、バス利用者の増加を図る上で重要な要素のひとつです。 
群馬県では、バスまち協力施設（バス停留所付近にある店舗、施設等を

「バスまち協力施設」として登録し、バス利用者が待ち時間をそこで過ごす
ことが可能）の取組を行っています。 
今後は、この協力施設の増加とともに、バスまち協力施設の機能強化（バ

ス運行情報等）を進めます。また、バス停上屋・風よけ等について、民間と
協力する PPP方式※など含め、交通事業者とともに整備を推進します。 
 
＜主な事業＞

・バス停上屋の整備支援（技術的支援）【県】 
・バス停上屋の整備【市町村・事業者】 
・バス待ち協力施設の機能強化【県】 

＜参考事例＞

群馬県における先導的モデル事業 
（民間が、広告板から得られる広告料収入により、 

バス停上屋のメンテナンス、維持管理を行うことを目指す） 

実施主体 県、市町村、事業者 
スケジュール ～

留意点 ・バス停で広告収入等を得られる箇所では PPP方式※を検討する。 
  

検討・実施

※ 用語の意味は、巻末の用語解説をご覧ください。
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検討・実施

※ 用語の意味は、巻末の用語解説をご覧ください。

 

施策 郊外や交通空白地における新たな移動手段の導入・普及など地域の多様な輸送資源

を総動員した移動手段の確保
 
施策 新たな移動手段の活用推進（自家用有償旅客運送、スクールバスの混

乗、福祉輸送等の活用）

施策概要 群馬県では、「新たな移動手段導入の手引き」を作成するなど、共助型の
公共交通システムの導入を支援しています。 
路線バスやタクシーでの輸送サービスが十分には提供されない地域では、

自家用有償旅客運送の支援、スクールバスとの連携（混乗、間合い運行）、
各種送迎バスとの連携（混乗）、ボランティア輸送への支援などにより、地
域の移動ニーズに対応を図っていきます。 
 
＜主な事業＞

・新たな移動手段の導入に向けた地域組織の立ち上げ支援【県】 
・新たな移動手段の導入に向けた地域組織の立ち上げ【市町村】 
・福祉輸送の活用と公共交通との連携方策の検討【県】 
・市町村乗合バス･乗合タクシー(新規国庫補助予定路線)試験運行費補助
【県】 

・スクールバスとの連携検討及び実施【市町村】 
 
＜参考事例＞

移動手段の役割分担イメージ 
資料：新たな移動手段導入の手引き 2020年 6月 群馬県県土整備部交通政策課 

実施主体 県、市町村、事業者 
スケジュール ～

留意点 ・スクールバスの活用については、学校の統廃合時（スクールバス運行前）
に、教育関係部局と調整検討するのが重要です。 

  

検討・実施

※ 用語の意味は、巻末の用語解説をご覧ください。
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施策 観光地内の周遊性を向上させるための移動手段の確保
 
施策 観光地内の周遊性向上

施策概要 群馬県の観光地は、二次交通が不十分なことが課題で、来訪者が、公共交
通を利用せずマイカーを利用する割合が他県と比較して高くなっています。 
したがって、観光地内において、マイカーなしで自由に移動できるように

移動手段（公共交通、カーシェアリング※、シェアサイクル※、パーソナルモ
ビリティのシェアリング※等）を整備することで、公共交通利用の増加を図
るとともに、マイカーを有しない高齢者や若者の来訪の増加による、観光の
活性化を図ります。 
観光地内の移動手段は、アクティビティ※ともなる魅力的なものを導入す

るのが効果的です。グリーンモビリティは、カーボンニュートラルにも貢献
する、魅力的な移動手段で、群馬県での実績もあることから導入を推進しま
す。 
 
＜主な事業＞

・多様なモビリティの連携による観光周遊の検討【市町村・事業者】 
・グリーンスローモビリティ※などの新たなモビリティ導入検討【市町村・
事業者】 

・観光型カーシェアやシェアサイクル※、シェアバイク等の実施【事業者】 
 
＜参考事例＞
 
 
 
 
 
 

桐生市のグリーンスローモビリティ※（MAYU） 
資料：桐生市ホームページ（https://www.city.kiryu.lg.jp/kankou/kooutsu/1001827.html） 

 

 
富山市のシェアサイクル※ 

資料：富山市観光協会ホームページ（https://www.toyamashi-kankoukyoukai.jp/?tid=100845） 

実施主体 県、市町村、事業者 
スケジュール ～
 
 

留意点 ・観光来訪者の多様なニーズに応えるために、複数の種類の交通手段を導入
することが望ましい。 

検討・実施

※ 用語の意味は、巻末の用語解説をご覧ください。
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検討・実施

※ 用語の意味は、巻末の用語解説をご覧ください。

 

【コラム】

 公共交通利用による健康増進や医療費抑制効果 

通勤時に鉄道やバスなどの公共交通を利用している人は、通勤時に自動車を利用している人
に比べて約 2.5倍のカロリーを消費しているとの試算があります。この通勤時消費カロリーの
差は、スポーツジムでの一般的な運動約 40分に相当します。 

通勤時の運動量は公共交通通勤の方が多く、自動車通勤では歩かないため、過度に自動車依
存した生活では、健康へも影響してしまうことが懸念されます。 

 
 

 
図 4-1 交通手段別の通勤時の消費カロリー 

 
 
公共交通通勤の消費カロリーが大きい理由は、駅やバス停まで歩くことにあります。徒歩や

自転車による通勤が健康増進につながるのはもちろんのこと、公共交通通勤も無意識のうちに
歩いてしまうことが日常的な運動につながります。 

また、国土交通省が作成した歩行量（歩数）の調査のためのガイドラインの中では、歩くこ
とによる医療費抑制効果の例として、一歩当たり 0.061円の医療費抑制効果が示されていま
す。 
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＜算定方法＞
・群馬県パーソントリップ調査結果の交通手段別の所要時間から、
移動形態別のメッツ値を元に試算
・自動車は、代表交通手段が自動車の総所要時間で算定
・公共交通は、出発地から駅・バス停までの移動、乗車移動、駅・バ
ス停から目的地までの移動に分けて交通手段別に積み上げて算定

消費カロリー（ ）＝ ×メッツ×時間×体重

注）体重は、 と仮定し、試算
注）消費カロリ－は、往復の値

メッツ 大項目 個別活動 消費カロリー計算で
割り当てた交通手段

自転車 自転車に乗る：
通勤、自分で選んだペースで 自転車

歩行 歩行：通勤や通学 徒歩

運搬 自動車や軽トラックの運転 自動車

運搬 スクーターやオートバイの運転 バイク

運搬 バスや電車に乗車 鉄道またはバス

出典：国立健康・栄養研究所、改訂版『身体活動のメッツ（ ｓ）表』、
年 月 日改訂

表 移動に関するメッツ


